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三好市三好市浄化槽市町村整備推進事業浄化槽市町村整備推進事業

（旧（旧山城町地区山城町地区））

２００６年国土交通省セミナー



三好市の概要

• 平成１８年３月 ６町村が合併

池田町・井川町・三野町・西祖谷山村・東祖谷山村・山城町

• 人口 ３４，６００人 面積 ７２１平方キロ

• 世帯数 １４，０５５

• 一般会計 ２３４億２２百万円（９月議会）

・山城町（平成１６年度）

人口 ５、５００人 面積 １３１平方キロ

（内山林 ８５％）

世帯数 ２，１００

一般会計 ５８億９２百万円（１６年度決算）



山城町としての事業方式の選択

・生活排水処理率が向上しない。下水道整備等

（集団処理）費用対効果？

実施できる箇所（一部）・・・当初個人負担が大きい

・個人設置型・・・当初個人負担（５０万円程度）大きい

・事業開始（８年） 生活排水処理率 ２０％

早期普及？

・個人設置型 個人所有 維持管理が不十分

＝ 今後の環境負荷増 懸念

結論 ： 市町村整備事業で浄化槽整備



・新規事業、先進地視察・・・事務量の増大

・町独自とＰＦＩ比較例

ＳＰＣ
事前検査（委託業者）・町

町竣工検査

ＳＰＣの委託に含む
瑕疵担保 １０年

町軽微な修繕

ＳＰＣの委託に含む町法定検査

ＳＰＣに委託、下請け業者管理町が業者委託維持管理

ＳＰＣ町料金集金

ＳＰＣ・町がモニタリング検査（１回以上）町中間検査
（５回以上あり）

ＳＰＣ町現場説明

下請け割振り町入札

ＳＰＣ町測量・設計

ＳＰＣ町事業打合せ

町・ＳＰＣ町事業募集

Ｐ Ｆ Ｉ町独自項 目



ＰＦＩ方式の導入経過

・ 安く良質な公共サービスの提供
設計・建設・維持管理・運営を一体に扱い効率化して事業コスト削減

直営でのコスト（ＰＳＣ）と比較が必要

（Public Sector Comparator ：自ら実施した場合のコスト）

・ ＶＦＭ評価
ＰＦＩ事業の場合のコスト（ＬＣＣ） ＜＝ ＰＳＣ

現在価値への換算・リスクの定量化・適切な調整（税収など）

（山城： 割引率 ５％・０％・ＳＰＣの利益率

・・ＰＩＲＲ：内部収益率 ）

定量的評価・定性的評価・・・総合評価



ア、定量的評価 算出にあたっての前提条件

５％割引率

保守点検、清掃、法廷検査の費用を回収できる水準使用料

３９年間コスト計算期間

建設費 １０％受益者負担

０リスク

年利 ２．１％起債利子

下水道債（５年据置）起債元金償還

事業費の3.5％以内事務費

町 業務監視、経理、内部手続き兼務
職員

職員配置は兼務予測実稼動時間で算定、賃
金ベース初任給基準（高校卒業）

職員配置

（年額） ５人槽 ４４，１００円 ７人槽 ５０，４００円 １０人槽 ５９，２２０円維持管理単価

基準単価の９０％国庫補助事業で用いられる基準単価建設単位

同左７５０基建設基数

９年９年建設期間

PFI方式により実施する場合町が自ら実施する場合項 目



（VFM評価）
算出方法及び評価の結果

総事業費 （１０年間）

金 額項 目

１，２７８千円財政負担減額

９１６，４２８千円町が自ら実施する場合

８２１，１２８千円PFI方式により実施する場合

９５，６５１千円財政負担減額

１０，３９９千円PFI方式により実施する場合

１１，６７７千円町が自ら実施する場合

金 額（現在価値）項 目

イ、定性的評価
・ 浄化槽の早期普及・浄化槽の施工及び維持管理水準の向上・リスク分担の明確化による
安定した事業運営



事業実施可能性検証

• 地域説明会の開催・・・１７箇所

アンケート調査（説明会場で実施） ・・・３２３回答

非水洗 （５３％） 内浄化槽設置希望 ４１％

水洗 （４７％） 内浄化槽変更希望 ２８％

〃 内浄化槽変更希望無し ７２％

内単独から合併に変換補助金の

制度があれば考える ５５％

・ 生活排水処理町内一斉調査実施

汲み取り １,２３８件 （５３.５％）

単独浄化槽 ７１７件（３１％） / その他 １５．５％



トイレの 水 洗 化 率

53%

47%

水洗
非水洗

トイレ 水 洗 化 希 望 率

水洗希
望

41%希望し
ない　,

59%

合併浄化槽率

単独浄
化槽
78%

合併浄
化槽
22%

変更したい
28%

変更しない
72%

単独浄化槽から変更希望率

浄化槽転換補助制度

変更はし
ない 45%

補助金額
により変更

41%

上乗せ制
度あれば

変更　 14%

アンケート調査 結果図



・ 公共サービスの提供における行政の
関わり方の改革

• （公） 建設・所有・提供
（民）建設・所有・（公 購入）・提供

ＢＴＯ（ＢＳＯ(Build sell Operate)

・ 民間の事業機会を創出することを通じて

経済の活性化（メリット）

コーポレート・ファイナンス プロジェクト・ファイナンス

担保で調達（日本） 事業の収益のキャッシュ・フロー担保
（欧米諸国）

ＰＦＩ方式事業種類の選択（ＢＳＯ）



ＰＦＩ事業のリスク（一般的）

事故や天変地異等事故・災害リスク

事業実施に係る社会的要因（住民・権利者との不調）社会的リスク

事業実施により周辺環境悪化環境リスク

事業の予定変更、政策変動リスク操業リスク

スポンサーの経営、出資金負担に係るリスクスポンサーリスク

事業完成予定の未達成完工リスク

サービス提供の需要市場リスク

物価上昇が想定外物価上昇リスク

借り入れ金利の変動金利変動リスク

事業に係る資金調達、プロジェクトファイナンス資金調達リスク商業リスク

概 要リスクの種類



リスク分担の基本的な考え方

○17．保守点検結果の市町村への報告

○16．保守点検費の立替

○15．保守点検の実施

○14．使用開始届の住民からの受理

○13．設置届

○12．工事完了届

○11．工事費の立替

○10．工事の実施

（○）○９．未収の場合の補填

○（○）８．使用料等の住民からの徴収

○７．浄化槽設置届等（保健所等）

○（○）６．工事分担金の住民からの徴収

○（○）５．住民との合意（計画書及び承認書）

○４．使用料／受益者負担金条例の制定

○（○）３．各戸ごとの工事費の見積

○２．地域の指定及び住民への周知

○
１．浄化槽の設置計画（生活排水計画）の住民へ

の周知

民官事 項

○
34．設置浄化槽管理台帳整備

○（○）
33．公的財政支援

○32．借入金の返済

○31．資金の借入

○30．資金の調達計画・返済計画の策定

○○29．事業計画の策定

（○）○28．事故･災害時の工事等の費用負担

○
27．通常の使用状態で発生した修繕等に係る工事の

費用負担

○26 11条検査結果の市町村への報告

○25．11条検査費の立替

○24．11条検査の実施

○23．清掃費等の市町村への報告

○22．清掃費等の立替

○21．清掃・収集・運搬等の実施

○20．7条検査結果の市町村への報告

○19．7条検査費の立替

○
18．7条検査の実施



事業実施役割分担

– （申請手続き代行、現場打合せ、設計、見積、事業計画書作成）・・・ＳＰＣ

– （申請受付、申請書確認、分担金納付書発行） ・・・市

– （保健所等に申請手続き代行・・・工事着工、中間検査実施）・・・ＳＰＣ

– （中間検査実施・1回以上） ・・・市

– （竣工検査、竣工検査完了報告） ・・・ＳＰＣ

– （竣工事前検査・・・業者委託：(社）徳島県環境技術センター)・・・市

– （工事竣工検査請求書） ・・・ＳＰＣ

– （竣工検査、竣工承認書 ） ・・・市 ・・・浄化槽の所有権移転

– （使用開始届・・・使用料発生、管理委託開始） ・・・使用者

– （7条検査、11条検査、点検、清掃・・・結果管理） ・・・ＳＰＣ

– （買取請求：2月末、使用料納入・維持管理実績報告：4月10日）・・・ＳＰＣ

– （浄化槽買取：3月末支払、維持管理料：4月末支払） ・・・市



２６基

３基

１基

１基

２１基

１８年８月現状

１６９基

３基

２９基

６８基

６９基

１５年度以前計
（７年間）

２５基

５基

２０基

１６年度１７年度規 模

４０基

１基

１基

２基

８基

２８基

合 計

２１人槽～

１１～１５人槽

８～１０人槽

６～７人槽

5人槽

平成17年度実績

• 計画基数 ４０基・・・実施基数 ４０基（ＰＦＩで実施３９基）



• 決算内容 （単位千円）

内使用料 102千円

内初年度経費 1,200千円

下水道債 9,200千円

過疎債 8,700千円

内 訳

施設管理2,112一般会計

10640,760合 計

1,91317,900起 債

一般管理3,893個人負担

38,7413,791県 費

施設整備13,064国 費

支出額収入額項 目

・ ＰＦＩ事業スタートからの事務変化とデメリット
事務量若干増 （新規事業・事務改善同時進行)
事業進捗の不安



ＰＦＩ事業構成図

三好市（山城町）

SPC
特別目的会社

施工業者 管理運営会社 その他支援会社

金融会社

住 民 （利用者）



浄化槽設置申し込みの流れ

浄 化 槽 設 置 希 望 者

工務店など

市 役 所

㈱浄化槽サービス山城（SPC）


